
１．固定資産の増減内訳

（単位：円）

期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

１．付属建物（事務所壁・天井工事） 946,439 0 0 946,439 354,911 591,528

２．付属建物（事務所エアコン工事） 796,499 0 0 796,499 229,941 566,558

３．器具備品（発電機） 117,700 0 0 117,700 117,700 0

４．車両運搬具（中古軽トラック） 529,200 0 0 529,200 529,199 1

2,389,838 0 0 2,389,838 1,231,751 1,158,087

上記有形固定資産の減価償却の方法

１． 定額法、耐用年数10年（法人税施行令）

２． 定額法、耐用年数13年（法人税施行令）

３． 少額償却資産として3年均等定額償却

４． 定率法、耐用年数2年、償却率1.000

２．表示方法の変更
2020年度まで「未収入金」として表示していた売掛債権について、2021年度より他の債権と明確に区分するため「売掛金」として表示し、
その他の債権について「未収入金」として表示することとした。
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